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個別財務諸表 
(１) 貸借対照表 

                                      (単位：百万円未満切捨) 
当  期 

平成15年８月31日現在 
前  期 

平成14年８月31日現在 増減金額   期 別   
 

   科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

  ％  ％  
(資 産 の 部)      

Ⅰ 流 動 資 産       
 １ 現 金 及 び 預 金  75,730  67,351  8,379 
 ２ 受 取 手 形 ※１ 435  670  △235 
 ３ 売 掛 金  3,680  2,472  1,208 
 ４ 有 価 証 券  47,285  39,490  7,794 
 ５ 商 品  19,519  29,037  △9,517 
 ６ 貯 蔵 品  321  295  25 
 ７ 前 払 費 用  1,515  1,639  △124 
 ８ 未 収 入 金  972  3,107  △2,135 
 ９ 繰 延 税 金 資 産  4,365  293  4,071 
 10 為 替 予 約  13,862  19,228  △5,366 
 11 そ の 他  1,989  605  1,383 
 12 貸 倒 引 当 金  △3  △4  1 

   流 動 資 産 合 計  169,674 77.2 164,189 77.5 5,484 
Ⅱ 固 定 資 産       
 １ 有 形 固 定 資 産 ※２      
  (１) 建 物  10,233  9,818  415 
  (２) 構 築 物  1,771  1,758  12 
  (３) 車 両 運 搬 具  1  1  △0 
  (４) 器 具 備 品  100  85  14 
  (５) 土 地  2,051  2,051  － 
  (６) 建 設 仮 勘 定  249  311  △62 

   有 形 固 定 資 産 合 計  14,407 6.6 14,027 6.6 379 
 ２ 無 形 固 定 資 産       
  (１) 商 標 権  1  1  △0 
  (２) ソ フ ト ウ ェ ア  3,266  540  2,725 
  (３) 電 話 加 入 権  55  54  0 

   無 形 固 定 資 産 合 計  3,323 1.5 597 0.3 2,726 
 ３ 投 資 そ の 他 の 資 産       
  (１) 投 資 有 価 証 券  584  63  520 
  (２) 関 係 会 社 株 式  926  5,642  △4,716 
  (３) 出 資 金  0  0  － 
  (４) 関 係 会 社 出 資 金  1,165  1,165  － 
  (５) 長 期 前 払 費 用  971  315  656 
  (６) 敷 金 ・ 保 証 金  12,051  11,125  925 
  (７) 建 設 協 力 金 ※３ 16,402  14,309  2,092 
  (８) 繰 延 税 金 資 産  128  139  △11 
  (９) そ の 他  130  178  △48 
  (10) 貸 倒 引 当 金  △19  △24  4 

   投資その他の資産合計  32,341 14.7 32,917 15.6 △575 

   固 定 資 産 合 計  50,072 22.8 47,542 22.5 2,530 

   資 産 合 計  219,747 100.0 211,732 100.0 8,015 
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                                      (単位：百万円未満切捨) 
当  期 

平成15年８月31日現在 
前  期 

平成14年８月31日現在 増減金額   期 別   
  

   科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

  ％  ％  
(負 債 の 部)      

Ⅰ 流 動 負 債       
 １ 買 掛 金  42,497  47,637  △5,139 
 ２ 未 払 金  6,527  7,885  △1,358 
 ３ 未 払 法 人 税 等  7,750  －  7,750 
 ４ 未 払 消 費 税 等  772  －  772 
 ５ 未 払 費 用  4,294  4,379  △85 
 ６ 預 り 金  130  89  40 
 ７ 前 受 収 益  121  87  34 
 ８ 為替予約繰延ヘッジ利益  13,862  19,228  △5,366 
 ９ 関係会社事業整理損失引当金  800  －  800 
   流 動 負 債 合 計  76,755 34.9 79,308 37.5 △2,553 
Ⅱ 固 定 負 債       
 １ 長 期 借 入 金  －  4,000  △4,000 
 ２ 長 期 未 払 金  27  171  △143 
 ３ 預 り 保 証 金  792  531  260 
   固 定 負 債 合 計  820 0.4 4,703 2.2 △3,883 
   負 債 合 計  77,575 35.3 84,011 39.7 △6,436 
       

(資 本 の 部)      
Ⅰ 資 本 金 ※４ － － 3,273 1.5 △3,273 
Ⅱ 資 本 準 備 金  － － 11,578 5.5 △11,578 
Ⅲ 利 益 準 備 金  － － 818 0.4 △818 
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金       
 １ 任 意 積 立 金  －  96,100  △96,100 
      別 途 積 立 金  －  96,100  △96,100 
 ２ 当 期 未 処 分 利 益  －  31,789  △31,789 
   その他の剰余金合計  － － 127,889 60.4 △127,889 
Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※５ － － 180 0.1 △180 
Ⅵ 自 己 株 式 ※６ － － △16,021 △7.6 16,021 
   資 本 合 計  － － 127,720 60.3 △127,720 
       
Ⅰ 資 本 金 ※４ 3,273 1.5 － － 3,273 
Ⅱ 資 本 剰 余 金       
 １ 資 本 準 備 金  11,578  －  11,578 
   資 本 剰 余 金 合 計  11,578 5.3 － － 11,578 
Ⅲ 利 益 剰 余 金       
 １ 利 益 準 備 金  818  －  818 
 ２ 任 意 積 立 金  122,100  －  122,100 
      別 途 積 立 金  122,100  －  122,100 
 ３ 当 期 未 処 分 利 益  20,248  －  20,248 
   利 益 剰 余 金 合 計  143,166 65.1 － － 143,166 
Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５ 180 0.1 － － 180 
Ⅴ 自 己 株 式 ※６ △16,027 △7.3 － － △16,027 
   資 本 合 計  142,171 64.7 － － 142,171 
   負 債 及 び 資 本 合 計  219,747 100.0 211,732 100.0 8,015 
       
 



－3－ 

（２）損益計算書 
(単位：百万円未満切

捨) 

当    期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前    期 

自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

増減金額 
期 別 

科 目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

   ％  ％  

Ⅰ 売 上 高  301,751 100.0 341,640 100.0 △39,889 

Ⅱ 売 上 原 価  166,981 55.3 192,088 56.2 △25,106 

 売 上 総 利 益  134,770 44.7 149,552 43.8 △14,782 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 88,276 29.3 95,541 28.0 △7,265 

 営 業 利 益  46,493 15.4 54,011 15.8 △7,517 

Ⅳ 営 業 外 収 益  790 0.3 1,407 0.4 △616 

 １ 受取利息及び配当金  378  667  △289 

 ２ 仕 入 割 引  5  42  △36 

 ３ 為 替 差 益  137  365  △228 

 ４ そ の 他  268  331  △62 

Ⅴ 営 業 外 費 用  315 0.1 644 0.2 △328 

 １ 支 払 利 息  175  317  △141 

 ２ 新 株 発 行 費  －  16  △16 

 ３ そ の 他  140  310  △170 

経 常 利 益  46,968 15.6 54,774 16.0 △7,805 

Ⅵ 特 別 利 益  － － 109 0.0 △109 

  退職給付引当金戻入益  －  109  △109 

Ⅶ 特 別 損 失   14,479 4.8 773 0.2 13,706 

 １ 固 定 資 産 除 却 損 ※２ 626  709  △82 

 ２ 店 舗 閉 店 損 失  178  64  113 

 ３ 関係会社株式評価損  5,475  －  5,475 

 ４ 関係会社事業整理損  6,850  －  6,850 

 ５ リース中途解約金  1,288  －  1,288 

 ６ そ の 他  60  －  60 

 税 引 前 当 期 純 利 益  32,488 10.8 54,109 15.8 △21,620 

 法人税、住民税及び事業税  17,871 5.9 19,874 5.8 △2,002 

 法 人 税 等 調 整 額  △4,055 △1.3 2,717 0.8 △6,772 

 当 期 純 利 益  18,672 6.2 31,518 9.2 △12,846 

 前 期 繰 越 利 益  3,610  3,830  △220 

 中 間 配 当 額  2,034  3,560  △1,525 

 当 期 未 処 分 利 益  20,248  31,789  △11,541 
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（３）利益処分案 
(単位：百万円未満切捨) 

（注） 当期におきましては平成15年５月15日に中間配当2,034,339,220円（１株につき20円）を実施いたしました。 

 

期 別 
科 目 

当    期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前    期 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益  20,248 31,789 

Ⅱ 利 益 処 分 案    

 １ 配 当 金  3,560 2,034 

    （１株につき35円） （１株につき20円） 

 ２ 役 員 賞 与 金  280 145 

  (うち監査役賞与金)  （  －  ） （  －  ） 

 ３ 任 意 積 立 金    

   別 途 積 立 金  11,000 26,000 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益  5,407 3,610 
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重要な会計方針 

 

項  目 
当     期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前     期 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

１  有価証券の評価基準及
び評価方法 

(1) 子会社及び関連会社株式 
   総平均法による原価法 
 

(1) 子会社及び関連会社株式 
同左 

 (2) その他の有価証券 
時価のあるもの 
 期末日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定） 
 
時価のないもの 
 総平均法による原価法 
 

(2) その他の有価証券 
時価のあるもの 

同左 
 

 
 
 
時価のないもの 

同左 

２  デリバティブ等の評価
基準及び評価方法 

 

 デリバティブ 
   時価法 

 デリバティブ 
同左 

３ たな卸資産の評価基準
及び評価方法 

(1) 商品 
   個別法による原価法 
 

(1) 商品 
同左 

 (2) 貯蔵品 
   最終仕入原価法 
 

(2) 貯蔵品 
同左 
 

４ 固定資産の減価償却の
方法 

(1) 有形固定資産 
   定率法によっております。 
      なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 
   建物   15～50年 
   構築物  10～20年 
   器具備品 ５～８年 
 

(1) 有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
   定額法によっております。な
お、社内利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可
能期間(５年)に基づく定額法を
採用しております。 

 

(2) 無形固定資産 
同左 

５ 繰延資産の処理方法 － 
 

  新株発行費は、支出時に全額費用と
して処理しております。 
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項  目 
当     期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前     期 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。 

 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
－ 

 
 

(2) 賞与引当金 
－ 

(追加情報) 
従来、従業員に対して支給する

賞与に充てるため、支給見込額を
「賞与引当金」として表示してお
りましたが、リサーチ・センター
審理情報[NO．15]「未払従業員賞
与の財務諸表における表示科目
について」(平成13年２月14日 
日本公認会計士協会)が公表され
たことにより、当期より未払費用
として処理し、流動負債「未払費
用」に含めて表示することに変更
いたしました。なお、当期にかか
る金額は1,070百万円でありま
す。 
 

 (3) 退職給付引当金 
－ 

(3) 退職給付引当金 
－ 

   (追加情報) 
   当社は確定拠出年金法の施行
に伴い、平成14年８月31日に従来
の適格退職年金制度を廃止し、平
成14年９月１日より確定拠出年
金制度へ全面的に移行し、「退職
給付制度間の移行等に関する会
計処理」（企業会計基準適用指針
第１号）を適用しております。制
度改定に伴う利益109百万円は特
別利益に計上しております。 

 
 (4) 関係会社事業整理損失引当金 

関係会社の事業整理により、
当社が負担することとなる損失
に備えるため、その事業の状態
を検討し、当該損失見込額を計
上しております。 
 

 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によ
っております。 

 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理の方法によっ
ております。なお、金利スワッ
プ取引につきましては特例処理
によっております。 
また、為替予約等が付されて

いる外貨建金銭債務については
振当処理を行っております。 
 

同左 
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項  目 
当     期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前     期 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

９ その他 (1)消費税等の会計処理 
   税抜方式によっております。 
 

同左 

 (2)自己株式及び法定準備金取崩等会計 
当期より「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準」（企
業会計基準第１号）を適用しており
ます。これによる当期の損益に与え
る影響はありません。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ
り当期における貸借対照表の資本
の部については、改正後の財務諸表
等規則により作成しております。 

 

－ 

 (3)１株当たり情報 
当期より｢１株当たり当期純利益
に関する会計基準｣(企業会計基準
第２号)及び｢１株当たり当期純利
益に関する会計基準の適用指針｣
(企業会計基準適用指針第４号)を
適用しております。なお、当期にお
いて、従来と同様の方法によった場
合の１株当たり情報については、以
下の通りであります。 
 
１株当たり純資産額 
        1,397円72銭 
１株当たり当期純利益 
         183円57銭 
 

－ 

 

 

追加情報 
 

項  目 
当     期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前     期 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

自己株式 － 前期までは流動資産及び固定資産
に掲記しておりました「自己株式」は、
財務諸表等規則の改正により当期よ
り資本に対する控除項目として資本
の部の末尾に表示しております。な
お、前期は流動資産の「自己株式」及
び固定資産の「自己株式」に含まれて
おり、その金額は、3,656百万円であ
ります。 
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注記事項 
(貸借対照表関係) 
 

項  目 当  期 
平成15年８月31日現在 

前  期 
平成14年８月31日現在 

※１ 期末日満期手形の会計処理 
    

－ 
 

 

手形交換日をもって決済
処理しております。なお、当
期の末日は金融機関の休日
であったため、次の満期手形
が期末残高に含まれており
ます。 
受取手形        225百万円 
 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 6,848百万円 
 

5,660百万円 
 

※３ 偶発債務 (1)保証債務    600百万円  (1)保証債務   6,781百万円 
 

 (2)建設協力金の譲渡に係る
当該未償還残高 
             1,406百万円 

(2)建設協力金の譲渡に係る
当該未償還残高 
       1,829百万円 
 

※４ 会社が発行する株式及び発行済株式の種類及
び総数 

 

会社が発行する株式 
普通株式 
         300,000,000株 

 
発行済株式 
普通株式 
            106,073,656株 

会社が発行する株式 
 

200,000,000株  

発行済株式 
 

106,073,656株 

※５ 配当制限 有価証券時価評価による 
増加 

180百万円 
 

有価証券時価評価による 
増加 

180百万円 
 

※６ 当社が保有する自己株式の種類及び数 普通株式 
4,356,942株 

 

－ 
 

 

 

 

（損益計算書関係） 

 

項  目 
当     期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前     期 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

※１  販売費及び一般管理費の主な内訳 
広告宣伝費 
貸倒引当金繰入額 
給与手当 
地代家賃 
リース料 
減価償却費 

 
18,265百万円 

2百万円 
24,217百万円 
17,075百万円 
5,362百万円 
1,794百万円 

 
18,626百万円 

－百万円 
26,247百万円 
16,591百万円 
4,890百万円 
1,793百万円 

※２  固定資産除却損の主な内訳 
         建物 
         構築物 
         その他 

 
522百万円 
99百万円 
4百万円 

 
271百万円 
433百万円 
4百万円 
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(リース取引関係) 
 

項        目 
当     期 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前     期 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リ
ース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高相
当額 
 器具備品等 
取得価額相当額 24,077百万円 
減価償却累計額 
相当額 10,053       

期末残高相当額 14,024百万円 

  
 

(1) リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高相
当額 
 器具備品等 
取得価額相当額 21,195百万円 
減価償却累計額 
相当額 7,424 

期末残高相当額 13,770百万円 
  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 4,715百万円 
１ 年 超 9,649     

計 14,364百万円 
  

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内  3,968百万円 
１ 年 超 10,069  

計 14,037百万円 
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 
支払リース料 4,941百万円 
減価償却費相当額 4,705      
支払利息相当額   314       
  

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 
支払リース料 3,866百万円 
減価償却費相当額 3,695      
支払利息相当額   281 

 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額
の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存
価格を零とする定額法によっており
ます。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額
の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 
同左 

  ・利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得
価額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、
利息法によっております。 

 

 ・利息相当額の算定方法 
同左 

オペレーティング・リース
取引 

 未経過リース料期末残高  
１年以内 2百万円 
１ 年 超 －  

計 2百万円 
  

 

－ 
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(有価証券関係) 
 
（当 期）    
時価のある子会社株式及び関連会社株式は保有しておりません。 
 
（前 期）    
時価のある子会社株式及び関連会社株式は保有しておりません。 
 
 
(税効果会計関係) 
 

当     期 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日 

前     期 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
   繰延税金資産(流動)  
    関係会社事業整理損 2,863百万円 
    未払賞与損金算入限度超過額 792 
    未払事業税 645 

その他  98 
     繰延税金資産(流動)合計 4,400 

繰延税金負債(流動)  
有価証券評価差額金  △34 
繰延税金負債(流動)合計  △34 

繰延税金資産(流動)の純額 4,365 
   繰延税金資産(固定)    

ゴルフ会員権評価損      38 
減価償却超過額      65 
建設協力金譲渡損      38 

    その他      75 
     繰延税金資産(固定)合計      218 

繰延税金負債(固定)  

  有価証券評価差額金 △89 

繰延税金負債(固定)合計   △89 
繰延税金資産(固定)の純額   128 
    繰延税金資産合計 4,493百万円

 
２  地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法
律第９号)が、平成15年３月31日に公布されたこと
に伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の
計算(但し、平成16年９月1日以降に解消が見込ま
れるものに限る。)に使用した法定実効税率は、前
期の41.8％から40.5％に変更されております。 

   この税率変更による繰延税金資産及び当期純利
益に与える影響は軽微であります。 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
   繰延税金資産(流動) 
    未払賞与損金算入限度超過額        291百万円 
    商品評価額 233 
    その他 76 
     繰延税金資産(流動)合計     601 
   繰延税金負債(流動)  
    未収還付事業税   △178 
    有価証券評価差額金   △129 

繰延税金負債(流動)合計   △307 
繰延税金資産(流動)の純額     293 

   繰延税金資産(固定)  
ゴルフ会員権評価損      35 
減価償却超過額      27 
建設協力金譲渡損      52 

    その他      26 
     繰延税金資産(固定)合計     140 

繰延税金負債(固定)  
    有価証券評価差額金       0 

繰延税金負債(固定)合計     0 
繰延税金資産(固定)の純額     139 

    繰延税金資産合計      433百万円 
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(重要な後発事象) 

 
  当社は、平成15年９月９日開催の臨時取締役会において、キャリアアパレルブランド「theory」を保
有・展開する米国セオリーグループの経営権を株式会社リンク・インターナショナルと共同で取得するこ
と、及び株式会社リンク・インターナショナルの株式47.1％を取得することを決定いたしました。 取引
の概要は以下のとおりであります。 

 
出 資 先  株式会社リンク･インターナショナル 
出 資 額  67億円 
出資比率  47.1％ 
出資時期  平成15年11月中を予定 
 

なお、米国セオリーグループの経営権取得を目的として設立したTheory Holdings Inc.に対して、99
百万米ドルの債務保証を行っております。 

 

 

（役員の異動(平成 15 年 11 月 26 日付予定)） 

 

（１） 代表者の異動 

該当ありません。 

 

（２） その他の役員の異動 

新任取締役候補 

取締役      田中 明   (現 当社顧問) 

     

    新任監査役候補 

     監査役（非常勤） 松井 正男  (現 当社顧問) 

監査役（非常勤） 久保田 達夫 (現 ＷＬ ロス･アンド･カンパニー株式会社  

マネージング･ディレクター） 

     ※松井正男、久保田達夫の両氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第

1項に定める社外監査役候補であります。 

 

    退任予定取締役 

     専務取締役    堀端 雄二 

 

    退任予定監査役 

     監査役（非常勤） 松本 惣六 


